
公益法人
の区分

国所管、都
道府県所管
の区分

応札・応
募者数

電子計算機役務(輸
送能力評価ﾓﾃﾞﾙの改
修)
一式

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 小嶋 雅仁
東京都新宿区市谷
本村町5-1

平成26年9月10日

(株)三菱総合研究
所
東京都千代田区
永田町2-10-3

本契約は企画競争を実施した結
果、契約相手方の企画（履行能
力）が他社より優れていたため。
（根拠法令：会計法第29条の3第
4項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

19,606,000 － 企画競争

防衛情報通信基盤
(DII)の整備
（部外回線の借上
げ）
（その１）(増速）
一式

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 小嶋 雅仁
東京都新宿区市谷
本村町5-1

平成26年9月12日

ソフトバンク
テレコム(株)
東京都港区東新橋
1-9-1　東京汐留
ビルディング14F

既存の設備を使用して必要とす
る役務を提供できる事業者は、
契約相手方である当該事業者の
みであるため。（根拠法令；会計
法第29条の3第4項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

1,688,040 －

衛星固定局送受信装
置の復元
一式

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 小嶋 雅仁
東京都新宿区市谷
本村町5-1

平成26年9月17日

日本電気(株)
東京都港区
芝四丁目14-1

本契約は競争に付した結果、予
定価格の制限に達した者がいな
いことにより再度入札を行った
が、落札者がいなかったため。
（根拠法令：会計法第29条の3第
5項、予決令第99条の2）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

18,284,400 －

コンピュータ・シス
テム共通運用基盤
（ＣＯＥ）維持管理
（ＣＯＥ用ソフト
ウェア）
一式

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 小嶋 雅仁
東京都新宿区市谷
本村町5-1

平成26年9月18日

富士通（株）
神奈川県川崎市
中原区上小田中
4-1-1

本契約は競争に付した結果、予
定価格の制限に達した者がいな
いことにより再度入札を行った
が、落札者がいなかったため。
（根拠法令：会計法第29条の3第
5項、予決令第99条の2）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

166,320,000 －

防衛情報通信基盤
(DII)の整備
（部外回線の借上
げ）
（その１）(増速）
一式

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 小嶋 雅仁
東京都新宿区市谷
本村町5-1

平成26年9月18日

NTTコミュニケー
ションズ(株)
東京都港区海岸
1-2-20

既存の設備を使用して必要とす
る役務を提供できる事業者は、
契約相手方である当該事業者の
みであるため。（根拠法令；会計
法第29条の3第4項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

64,241,100 －

防衛情報通信基盤
(DII)の整備
（部外回線の借上
げ）
（その２）(増速）
一式

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 小嶋 雅仁
東京都新宿区市谷
本村町5-1

平成26年9月19日

NTTコミュニケー
ションズ(株)
東京都港区海岸
1-2-20

既存の設備を使用して必要とす
る役務を提供できる事業者は、
契約相手方である当該事業者の
みであるため。（根拠法令；会計
法第29条の3第4項）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

95,397,048 －

国際平和と安全シン
ポジウム等の会議運
営業務委託
一式

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 小嶋 雅仁
東京都新宿区市谷
本村町5-1

平成26年9月25日

(株)毎日企画
サービス
東京都千代田区
一ツ橋1-1-1

本契約は競争に付した結果、予
定価格の制限に達した者がいな
いことにより再度入札を行った
が、落札者がいなかったため。
（根拠法令：会計法第29条の3第
5項、予決令第99条の2）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

3,618,000 －
当初

制限付
一般競争

携帯端末
一式

防衛省統合幕僚監部
総務部総務課
会計室長 小嶋 雅仁
東京都新宿区市谷
本村町5-1

平成26年9月29日

ソフトバンク
テレコム(株)
東京都港区東新橋
1-9-1　東京汐留
ビルディング14F

本契約は競争に付した結果、予
定価格の制限に達した者がいな
いことにより再度入札を行った
が、落札者がいなかったため。
（根拠法令：会計法第29条の3第
5項、予決令第99条の2）

同種の他の契
約の予定価格
を類推される
おそれがある
ため公表しな
い。

27,781,034 －

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

随意契約によることとし
た会計法令の根拠条文及
び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合
契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

付紙様式第４ 


